
 

1 

 

令和４年度輸入食品監視指導計画（案） 

 

１ 目的 

本計画は、輸入食品等の重点的、効率的かつ効果的な監視指導の実施を推進し、

もって輸入食品等の一層の安全性確保を図ることを目的とする。 

 

２ 本計画の適用期間 

令和４年４月１日から令和５年３月 31 日までとする。 

 

３ 輸入食品等の現状等 

（１）輸入食品等の現状 

令和２年度に販売又は営業の目的で我が国に輸入された食品、添加物、

器具、容器包装及びおもちゃ（以下「食品等」という。）は、輸入届出件

数が約 235 万件、輸入重量が約 3,106 万トンであった。また、農林水産

省の食料需給表によると、我が国の食料自給率（供給熱量ベースの総合食

料自給率）は約４割であり、供給熱量ベースで約６割を国外に依存する状

況となっている。 

また、令和３年 12 月に公表した令和３年度輸入食品監視指導計画に基

づく監視指導結果（中間報告）では、同年４月から同年９月までの輸入届

出件数は約 125 万件【116 万件】、輸入重量は約 1,189 万トン【1,168 万

トン】、検査件数は約 10 万２千件【９万８千件】であり、うち食品衛生法

（昭和 22 年法律第 233 号。以下「法」という。）違反件数は 398 件【305

件】であった（【】内は前年度同時期の数値。数値はいずれも速報値。）。 

（２）令和３年度輸入食品監視指導計画に基づく監視指導結果の概況 

厚生労働省本省（以下「本省」という。）及び検疫所は、検査項目の追

加や検査機器の整備など輸入時の検査体制の充実を図り、モニタリング

検査等による法違反発見時や輸出国における食品等の回収情報等を得た

場合、モニタリング検査※１、検査命令※２等の輸入時における監視指導の

強化を行った。また、食品衛生法等の一部を改正する法律（平成 30 年法

律第 46 号。以下「改正法」という。）の完全施行に向けた輸出国との協議

等を実施した。 

 

※１ モニタリング検査：法第 28 条第１項の規定に基づき多種多様な食

品等について食品安全の状況を幅広く監視すること及び法違反が発

見された場合に、輸入時の検査を強化するなどの対策を講ずることを

目的として、年度ごとに計画的に実施する検査をいう。 








































